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（仮称）大東市立ほうじょう学園施設整備方針策定業務委託に 

係る公募型プロポーザル実施要領 

 
 

 はじめに（業務の趣旨・目的）  

 

近年、小学校と中学校が共に義務教育の一環を形成する学校として学習指導や生徒指

導において互いに協力し、責任を共有して目的を達成するという観点から、双方の教職員

が義務教育９年間の全体像を把握し、系統性・連続性に配慮した教育活動に取り組む機運

が高まり、各地域の実情に応じた小中一貫教育の実践が増加している。 

このような状況がある中、大東市では「小中一貫教育モデル校プロジェクト事業」に取り組

んできた北条小学校と北条中学校を統合し、施設一体型の義務教育学校として、「（仮称）

大東市立ほうじょう学園」を現北条中学校施設の既存校舎の長寿命化改良及び新規増築

校舎の整備、北条公園の一部を共用する形で設置するため、「（仮称）大東市立ほうじょう学

園の設置に関する基本構想」（以下「基本構想」という。）を策定したところである。 

また、工事においては、既存校舎の学校施設を長く大事に使うことに重点を置いた老朽

化対策工事を進めることはもとより、国の「学校施設整備指針」や最新の教育動向などを踏

まえ、子どもたちの多様な教育的ニーズに応じた施設機能の高機能化・多機能化、防災機

能強化、地域との連携、環境との共生などを実現する施設整備が求められている。上記の

背景を整備の基本的な考え方として、①安全性に配慮した施設整備、②子どもたちの主体

的な活動を支援する施設整備、③居住性の高いゆとりある施設整備、④地域との連携に資

する施設整備等を行うものとする。 

また、（仮称）大東市立ほうじょう学園は、大東市で初めての義務教育学校として設置する

ものであり、義務教育９年間の連続性を意識した新しい学びを実現できる施設をつくること、

既存校舎の長寿命化改良と新規増築校舎の整備、隣接する公園を共用すること等、様々

な課題がある。 

 以上のような趣旨・目的を実現するためには、教育委員会や学校関係者の思いを柔軟に

取り入れつつ、設計段階における創意工夫が大変重要であり、設計業務等にあたる事業者

には高度且つ専門的な技術が要求される。 

 本業務は、（仮称）大東市立ほうじょう学園の設置にあたり、「第２期大東市まち・ひと・しご

と創生総合戦略」や「大東市教育大綱」などの関連計画との整合性を図りつつ、本市の特性

に応じた持続的で魅力ある学びの場を構築していくことを目的として、豊富な経験と高い技

術力を有し、また発想力豊かな事業者から技術提案を受けるため、本市が特に重視するも

のとして３つの評価テーマから（１０～１２ページ）、公募型プロポーザル方式により設計業務

事業者を選定するものである。 
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１．業務の概要等 

（１）業務名 

（仮称）大東市立ほうじょう学園施設整備方針策定業務委託  

  

（２）業務内容 

本業務は、「（仮称）大東市立ほうじょう学園の設置に関する基本構想（以下「基本構想」と

いう。）及び「大東市小中学校長寿命化計画」（以下「長寿命化計画」という。）、「大東市立

北条中学校施設概要」（以下「施設概要」という。）を参照しながら、施設の老朽化・社会的

劣化等への対策を含む新たな教育を実現すべく、教育機能の向上を目的に実施する、

「（仮称）大東市立ほうじょう学園設置工事」及びこれに附帯する工事の施設整備方針策定

業務を行うものであり、この施設整備方針とは、「基本構想」で不足する内容を補完する「実

施計画」の要素を加えた基本設計等のことである。 

施設整備方針の策定にあたっては、工事に係る現況調査､諸官庁協議、実施設計時 
の引継資料作成、概算工事費算定､既存棟及び新規増築棟における小中一貫校として

の建築・ 構造・機械・電気・土木造成における仕様・品質・設計手法の検討比較を行
い、上記プロセスに基づく、増築・改修項目の検討･確定をして基本設計等を行う。 

なお、詳細な内容については、「（仮称）大東市立ほうじょう学園施設整備方針策定業務

委託仕様書」、「公共建築設計業務委託共通仕様書（最新版）」「土木設計業務等共通仕様

書（案）」を参照すること。  

  

(３）計画施設の概要 ※「施設概要」も合わせて参照すること。 

・≪名称≫ 

（仮称）大東市立ほうじょう学園 

   ・≪計画場所≫ 

    大東市北条２丁目１９番他 地内   

 ・≪建物用途≫学校 

・≪敷地面積≫ １７，４７６㎡ ＋（北条公園の一部）約５，２００㎡ 

   ・≪対象施設≫ 

     大東市立北条中学校 

    昭和５３年４月創立。 

    （所在地）大東市北条 2 丁目１９番３０号 

    （生徒数）１４３名 

大東市立北条小学校 

昭和４７年４月創立。平成２４年北条西小学校と統合。 

（所在地）大東市北条６丁目１１番 1 号 

（児童数） ３０１名  

  

（４）履行期間 

契約締結の翌日から令和７年９月３０日（火）までとする。なお、令和７年６月末日までに予

算要求のために必要な概算工事費（内訳書・その他資料）、基本設計図書等、資料一式を

提出すること。また関係者へ意見聴取等に使用するための、簡易な設計図を令和６年１１月

末日までに提出すること。 
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（５）委託上限額【予定額】 

１２２，４１９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）  

   ※令和６年度補正予算において、予定通りの採択がなされない場合、大幅な変更や中

止の場合がある。 

 

２．参加資格 

今回のプロポーザルに参加できる者は、以下の（１）に掲げる資格を満たしている単体企業、

又は（２）に掲げる資格を満たしている設計共同体とする。なお、参加資格の基準日は、参加

表明書提出日とする。 

（１）単体企業 

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

②会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立てがなされてい 

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てが 

なされている者でないこと。 

③次のいずれにも該当する者でないこと。 

・国税又は地方税を滞納している者。 

・政治活動、宗教活動を主たる目的としている者。 

④大東市暴力団排除条例に基づく排除措置対象法人等に該当する者でないこと。 

⑤大東市建設工事等における入札参加停止に関する要綱に基づく入札参加停止措置を 

受けている者でないこと。（協力事務所についても同様とする。） 

⑥建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録 

を行っている者であること。 

⑦配置する技術者について、次のいずれの要件も満たすこと。 

・管理技術者が１名であること。 

・管理技術者とは一級建築士資格、一級建築士資格取得後１５年以上の実績及び同

種業務の実績経験を有する本業務受託者の統括的立場で、本市の指示を受け、後述

する各業務分野の主任技術者に対し指示、照査を行うことで本業務を履行する者。 

また、参加者と直接的な雇用関係を有すること。なお、管理技術者は他の業務分野 

の主任技術者を兼務することはできない（設計共同体においても同じ）。 
・意匠、構造、電気設備、機械設備、土木、積算の各業務分野について、主任技術者が

各１名であること。 

・主任技術者とは管理技術者の指示のもと、各業務分野の調査、設計、諸官庁協議など

主体として本業務を実施する者（設計共同体においても同じ）。また、意匠の主任技術

者は、参加者と直接的な雇用関係を有すること。なお、各業務分野の主任技術者は、

他の主任技術者を兼務することはできない。 

⑧他の参加者である設計共同体の構成員となっていないこと。 

⑨意匠、構造、電気設備、機械設備、土木、積算の各業務分野について、協力事務所が、

個別に他の参加者（設計共同体の構成員を含む。）となっていないこと。また、他の参加

者（設計共同体の構成員を含む。）の協力事務所となっていないこと。 
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⑩平成２６年４月１日から令和６年３月３１日までの過去１０年間で、関係者との合意形成を

図るため、学校施設又は公共施設の新築・増築の基本設計又は実施設計に係るワーク

ショップの開催又は開催された意向を踏まえた基本構想又の履行実績を有すること。 

⑪平成２６年４月１日から令和６年３月３１日までの過去１０年間で、国内において元請とし

て、床面積(工事対象部分)５，０００㎡以上の「同種施設」（評価要領に同じ）の新築・増

築及び長寿命化改修に係る基本設計又は実施設計業務が完了しているものについて、

履行実績を有すること。 

⑫本市の令和６年度建設コンサルタント等業務競争入札参加資格を有するものであること。 

  

（２）設計共同体 

①設計共同体の結成は、構成員の自主的な意思によること。 

②設計共同体の構成員の数は、２社又は３社とすること。 

③構成員の出資比率は、次に掲げる区分に応じること。 

・構成員が２社の場合、 ３０パーセント以上。 

・構成員が３社の場合 、２０パーセント以上。 

④全ての構成員が、（1）①～⑥までを全て満たす者であること。 

⑤全ての構成員が、他の参加者である設計共同体の構成員又は協力事務所となってい 

ないこと。 

⑥代表構成員が次のいずれの要件も満たす者であること。 

・管理技術者を配置できること。 

・設計共同体への出資比率が、構成員中最大の者であること。 

⑦設計共同体の構成員が次の要件を満たす者であること。 

・意匠、構造、電気設備、機械設備、土木、積算の各業務分野各業務分野について、主

任技術者が各１名であること。 

⑧いずれかの構成員が平成２６年４月１日から令和６年３月３１日までの過去１０年間で、関

係者との合意形成を図るため、学校施設又は公共施設の新築・増築の基本設計又は

実施設計に係るワークショップの開催又は開催された意向を踏まえた基本構想又の履

行実績を有すること。 

⑨代表構成員が平成２６年４月１日から令和６年３月３１日までの過去 10 年間で、国内にお

いて元請として、床面積(工事対象部分)5,000 ㎡以上の「同種施設」（評価要領に同じ）

の新築・増築及び長寿命化改修に係る基本設計又は実施設計業務が完了しているも

のについて、履行実績を有すること。 

⑩代表構成員が本市の令和 6 年度建設コンサルタント等業務競争入札参加資格を有する

ものであること。 

 

３．全体スケジュール 

公募開始から契約締結までのスケジュールは、以下のとおりとする。なお、土曜日・日曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日には行わない。 
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全体スケジュール 

日時又は期間 内 容 

令和６年８月１９日（月） 実施要領等の公示（公募開始） 

令和６年８月１９日（月）～８月２６日（月） 質問書受付期間 

令和６年９月２日（月）（予定） 質問書に対する回答（HP に公開） 

令和６年８月２１日（水）～９月５日（木） 参加表明書等（一次審査）受付期間 

令和６年９月１１日（水） 一次審査結果通知 

令和６年９月１７日（火）～２０日（金） 現地見学会（希望者のみ） 

令和６年１０月１５日（火）～１０月１７日（木） 技術提案書等（二次審査）受付期間 

令和６年１０月下旬～１１月上旬 
技術提案書等の審査（プレゼンテーション・

ヒアリング） 

令和６年１１月上旬～１１月中旬 二次審査結果通知 

令和６年１１月中旬～１１月下旬 契約締結 

※スケジュールに変更が生じた場合は、HP に掲載する。 

 

４．応募手続き 

（１）実施要領等の公表 

①公表方法 

令和６年８月１９日（月）に実施要領等を、大東市のホームページに掲載する。必要に応 

じて様式等をダウンロードし使用すること。 

URL： https://www.city.daito.lg.jp/life/6/31/188/ 

②質問書受付 

 （ア）受付期間 

令和６年８月１９日（月）～８月２６日（月）午後５時まで 

 （イ）提出方法 

質問書（様式第１３号）に記載の上、FAX 又は電子メールにより提出すること。なお、 

誤送信により質疑回答が行えないことを避けるため、提出後は必ず電話にて担当窓 

口まで到達確認を行うこと。 

 （ウ）質問書に対する回答  

上記の質問に対する回答は、令和６年９月２日（月）、ホームページに掲載する予  

定である。個別には回答しない。 

 

（２）参加表明書等の提出 

①提出書類 

 （ア）参加表明書 

（単体企業の場合は様式第１－１号、設計共同体の場合は様式第１－２号） 

 （イ）設計共同体協定書（様式第２号） ※該当する場合のみ 

 （ウ）会社の概要について、以下の書類を提出すること。なお、設計共同体で参加する場 

合は、構成員全てについて提出すること。 

・会社概要（様式第３号） 

   ・法人登記簿謄本又は登記事項証明書（全部事項証明書）  
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※発行日から３カ月以内のもの。複写可。 

 （エ）業務実施体制（様式第４号）  

 （オ）協力事務所の名称等（様式第５号） ※該当する場合のみ 

 （カ）管理技術者の経歴等（様式第６号）  

※様式で求められている添付書類も合わせて提出すること。 

※一級建築士資格証の写し 

 （キ）主任技術者の経歴等（様式第７号） 

※様式で求められている添付書類も合わせて提出すること。 

 （ク）事業者の過去１０年間の同種・類似用途の受賞歴（様式第８号）  

※該当する場合のみ 

 （ケ）「２．参加資格」を証するものとして、以下の書類を提出すること。 

・国税及び地方税の滞納がないことを証明するもの（様式任意、宣誓書可） 

・一級建築士事務所の登録証明書の写し 

・管理技術者及び意匠分野の主任技術者が社員であることを証明するもの（健康保 

険証の写し等） 

②提出部数 

   １部 

③提出期間 

   令和６年８月２１日（水）～９月５日（木）午後５時まで 

④提出方法 

持参又は郵送（必着）による。受領後、参加表明書等受領書を交付する。  

※郵送の場合は、必ず電話にて担当窓口まで到達確認を行うこと。 

⑤提出先 

担当窓口（１３ページに記載）まで提出すること。 

⑥留意事項 

 （ア）参加にあたって必要となる費用は、全て参加者の負担とする。 

 （イ）使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法 

（平成４年法律第５１号）に定める単位とする。 

 （ウ）提出された書類は返却しない。 

 （エ）提出された書類について、情報公開請求があった場合、大東市情報公開条例に基 

づき公開されることがある。 

 （オ）提出された書類は、本プロポーザル手続きのため必要な範囲内において複製するこ 

とがある。 

 （カ）書類提出後、原則、書類の追加・差し替え・修正は認めない。 

 （キ）書類提出後、原則、管理技術者及び主任技術者の変更は認めない。 

⑦失格事項 

次のいずれかの事項に該当する場合は、失格とする。  

 （ア）参加資格要件を満たしていないことが判明した場合。 

 （イ）提出された書類の記載内容に明らかな虚偽が認められた場合。 

 （ウ）提出期間、提出方法、提出先、所定の様式を守らなかった場合。 

 （エ）本市の附属機関「大東市プロポーザル方式事業者選定委員会」（以下「選定委員会」

という。）の委員に接触する等、公正・中立な審査に影響を与える行為が認められた
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場合。 

 （オ）その他、選定委員会が不適格と認めた場合。 

 

（３）現地見学会の実施 

    技術提案書等の提出者として選定された事業者を対象として、以下のとおり、現地見学

会を実施する。 

①実施場所・所在地 

 大東市立北条中学校（大東市北条２丁目１９番３０号） 

 大東市立北条小学校（大東市北条６丁目１１番１号） 

 ※北条小学校の現地見学会を希望する場合のみ申し込み時にその旨記載すること。 

②日程 

・令和６年９月１７日（火）～２０日（金）【予定】 

・午前９時から１２時まで又は午後１時から４時までの時間枠を予定 

・先に申込を行った事業者から順に希望の時間枠にて見学会を実施する。 

③見学対象施設 

 （ア）校舎内、体育館  

※担当職員が同行する。なお、学校運営の都合上、一部の教室については見学でき

ない場合がある。 

 （イ）校舎周り、駐輪場 

④申込方法 

・令和６年９月１２日（木）午後５時までに電子メールにて担当窓口まで申し込むこと。 

 教育企画室 E-mail ：k_kikaku@city.daito.lg.jp 

⑤見学方法 

・現地見学は、事業者ごとに実施する。 

・参加者は、５名以内とする。 

・カメラ等による撮影は可とするが、児童生徒や学校関係者が特定されるような形で写りこ

まないよう注意すること。 

・学校敷地内は全面禁煙。 

・学校教育活動に支障をきたさないよう留意のこと。 

  

（４）技術提案書等の提出 

     技術提案書等の提出者として選定された事業者は、以下のとおり、技術提案書等を提

出すること。 

①提出書類 

 （ア）技術提案書 

（単体企業の場合は様式第９－１号、設計共同体の場合は様式第９－２号） 

 （イ）業務実施方針に関する提案書（様式第１０号） 

※提出者（設計共同体の構成員、協力事務所を含む。）を特定することができる内 

容の記述（具体的な社名・組織名、技術者名、過去に設計した建築物の名称、過

去に受注した設計業務の名称等）を記載してはならない。記載した場合は失格と

する。 
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（ウ）評価テーマに対する提案書（様式第１１号） 

※提出者（設計共同体の構成員、協力事務所を含む。）を特定することができる内 

容の記述（具体的な社名・組織名、技術者名、過去に設計した建築物の名称、過

去に受注した設計業務の名称等）を記載してはならない。記載した場合は失格と

する。 

     ※評価テーマについては、「７．（２）技術提案を求める評価テーマ」に記載している。 

 （エ）価格提案書（見積書、様式任意） 

②提出部数 

   正本１部のほか、副本９部（複写可）を提出すること。 

③提出期間 

   令和６年１０月１５日（火）～１０月１７日（木）午後５時まで 

④提出方法 

持参又は郵送（必着）による。受領後、技術提案書等受領書を交付する。  

※郵送の場合は、必ず電話にて担当窓口まで到達確認を行うこと。 

⑤提出先 

担当窓口（１３ページに記載）まで提出すること。 

⑥貸与資料 

北条中学校耐震診断業務報告書ＰＤＦデータ（一部抜粋） 

その他、業務履行において受託者の要望により本市が必要と判断する資料 

⑦留意事項 

前記４．（２）⑥に記載した内容のほか、以下の事項について留意すること。 

 （ア）技術提案書等は、１事業者につき１提案とすること。 

 （イ）技術提案書等は、１部ずつ A４ファイルに左綴じにすること。また、様式ごとにインデッ 

クスを付けること。 

 （ウ）技術提案書等に含まれる著作権、特許権等、日本国の法令に基づいて保護される第

三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、事業者の負担と

する。 

 （エ）技術提案書等の著作権は事業者に帰属するものとするが、本市が使用する範囲で、

無償にて公開、複製できるものとする。 

⑧業務実施方針及び評価テーマに対する提案書作成上の留意事項 

 （ア）業務実施方針及び評価テーマ１つにつき、A３用紙片面１枚とすること。（印刷の向き 

    は縦横ともに可。カラー可。） 

 （イ）提案は、文章での表現を原則とし、基本的な考え方を簡潔に記述すること。 

 （ウ）視覚的表現については、文章を補完するための必要最小限な範囲においてのみ認 

めるが、具体的な建物の設計又はこれに類する表現、模型（模型写真を含む。）、透 

視図（コンピューターグラフィックスによるものを含む。）、詳細・細部の描き込み、簡易 

でない表現をしてはならない。 

 （エ）技術提案の評価にあたっては、文章により表現された内容を評価することが基本であ 

り、文章を補完するイメージ図等の視覚的表現については、見栄えや精度で差をつ 

けて評価することはない。 

 （オ）説明文の補足と認められない視覚的表現又はその部分（例えば、イメージ図での表

現があるがそれに対応する説明文がない場合）は、評価対象とならない。 
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 （カ）視覚的表現の取扱いについては、関連資料の国土交通省が公表している「建築設

計業務委託の進め方－適切に設計者選定を行うためのマニュアル－」（平成３０年５

月全国営繕主管課長会議）の４９～５３ページを参照すること。 

⑨失格事項 

前記４．（２）⑦、４．（４）①（イ）、（ウ）に記載した内容のほか、価格提案書の金額が前記 

１．（５）の委託上限額を超える場合は失格とする。 

 

（５）辞退する場合 

    参加表明書の提出後、辞退する場合は、持参又は郵送により辞退届（様式第１２号）を提

出すること。郵送の場合は、必ず電話にて担当窓口まで到達確認を行うこと。 

 

５．審査方法 

選定委員会において、「（仮称）大東市立ほうじょう学園施設整備方針策定業務委託に係る

公募型プロポーザル 技術提案書等提出者の選定及び技術提案書等評価要領」（以下「評価

要領」という。）に基づき、書類審査又はヒアリング等による審査を実施し、契約候補者を選定

する。なお、審査は二段階方式で実施する。 

 

６．一次審査（書類審査） 

評価要領に基づき、選定委員会が参加表明書等の審査を行い、参加表明書等を提出した 

者のうち、評価の合計点の高いものから３事業者程度を技術提案書等の提出者として選定す 

る。ただし、同評価の提出者が３事業者を超えて存在する場合はこの限りではない。 

 

（１）評価項目と評価基準 

評価項目 評価基準 配点 

管理技術者を除く配置予

定技術者の資格 

各業務分野の主任技術者が保有する資

格について評価する。 
５点 

過去１０年間の同種又は

類似業務の実績 

管理技術者、各業務分野の主任技術者

が過去１０年間に完了させた同種又は類

似業務の実績について評価する。（※） 

１０点 

事業者の過去１０年間の

同種・類似用途受賞歴 

過去の同種・類似用途受賞歴について評

価する。 
１０点 

CPD の取得単位の状況 

管理技術者、各業務分野の主任技術者

が取得している建築ＣＰＤの実績を評価

する。 

５点 

   （※）平成２６年４月１日以降に完了させた下記の業務実績を審査の対象とする。 

①小・中学校（国公立・私立）の大規模改造設計又は長寿命化改修設計（小・中学校に

は、義務教育学校を含めるものとする。） 

   ②不特定多数の人が利用する教育文化施設・福祉施設・商業施設の大規模修繕設計 
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（２）一次審査結果の通知 

審査結果については、令和６年９月１１日（水）に文書発送し、応募者に通知する（別途、

電子メールでも通知する。）予定だが、応募及び審査状況によっては変更となる場合がある。

なお、評価結果は、応募者に通知しないこととする。 

 

７．二次審査（ヒアリング審査） 

 一次審査の結果、技術提案書等の提出者として選定された事業者を対象に、評価要領に 

基づき、選定委員会による二次審査を行う。選定委員会が、プレゼンテーション及びヒアリング 

を通じて、以下に示す評価項目の提案内容を審査する。 

 

（１）評価項目と評価基準 

評価項目 評価基準 配点 

一次審査の評価点 ─ ３０点 

業務実施方針 

・業務の理解度及び取り組み意欲 

・業務の実施方針（取組体制、設計チームの特

徴、設計工程、ローリング計画の検討手法等） 

１５点 

評価テーマに対する 

技術提案 

 

 

①子どもたちの生命を守り抜く安全・安心 

な教育環境の整備について 
１５点 

②新しい時代の学び舎（北条公園を含む）とな

る柔軟で創造的な学習空間の整備について 
１５点 

③施設一体型義務教育学校の特性（９年間の

特性）を生かせる空間の整備について 
２０点 

価格提案 見積書の受注予定金額について評価する。 ５点 

合計 １００点 

 

（２）技術提案を求める評価テーマ 

本業務において、技術提案を求める評価テーマは以下のとおりとする。関連資料の文部

科学省の「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について（最終報告）」や「これ

からの特別支援教育を支える学校施設の在り方について（報告書）」等を参考にして、事業

者の豊富な経験と実績に基づき提案すること。技術提案書を作成する際には、前記４．（４）

⑧に記載した「技術提案書作成上の留意事項」を遵守すること。 

 

①子どもたちの生命を守り抜く安全・安心な教育環境の整備について 

長寿命化改修が、単に建築時当初の状態に原状回復させるものではなく、新規増築校

舎を組み合わせて新しい時代の学び舎の土台として、子どもたちが「安全・安心」に学習

活動に取り組むことができる教育環境を整備したいと考えている。 

ついては、「小学校施設整備指針（令和４年６月）」及び「中学校施設整備指針（令和４年

６月）」の内容を十分に踏まえ、以下について提案すること。 
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建築構造・非構造部材の耐震安全性、老朽化設備の更新、建築設備計画の最新化及び、

体格差のある児童生徒が安全・安心に学び合うことができ、子どもたちの目線や多様な行

動等も考慮した施設の安全対策、災害後すぐに教育活動が再開できる防災機能の強化、

それらを実現する教育環境を整備していくにあたり、整備の考え方や手法などについて

提案すること。 

 

②新しい時代の学び舎（北条公園を含む）となる柔軟で創造的な学習空間の整備につ

いて  

義務教育学校として設置する（仮称）大東市立ほうじょう学園の施設整備にあたっては、

現北条中学校の既存校舎を長寿命化改良するとともに、新規増築校舎を整備する中で、

創意・工夫を凝らし、子どもたちの学びと生活の場として、特色・魅力ある学校づくりを進

め、北条の歴史と伝統を未来へ継承し、地域の方に愛される学校づくりに取り組みたいと

考えている。ついては、以下について提案すること。 

 

柔軟で創造的な学習空間の整備 

（ア）既存校舎を最大限に有効活用且つ再配分しつつ、不足する機能を補うよう増築して、

多様な学習活動などに柔軟に対応できる学習空間・執務空間を整備する、（イ）個別最適

な学びと協働的な学びにより子どもたちがワクワクと学び続けることができるような学習空

間を整備する、以上２点の視点に立って整備していくにあたり、整備の考え方や手法など

について、斬新なアイデア・創造性に基づく新規性や先駆性も取り入れ提案すること。    

≪具体例≫ 教室空間の充実、可動間仕切りの設置、個別学習や少人数学習あるいは

学年集会などに柔軟に対応できる多目的スペース、廊下などの共用部分の有効活用、

図書館の機能向上、アクティブラーニング、家具を含む学びの空間の一体的な計画、職

員室などの執務空間の改善、教具・教材等収納スペースの確保、１人１台タブレット端末

を活用した創造的な学習環境、地域との連携を進めるための施設、学校施設としても公

園施設としての効用も増す共用する遊び場など 

 

③施設一体型義務教育学校の特性（９年間の特性）を生かせる空間の整備について 

（仮称）大東市立ほうじょう学園では、全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な

学びと協働的な学びを一体的に充実させる新しい教育課程を取り入れ、児童生徒の得

意を伸ばす授業ができるよう、９年間を見据えた、系統的で一貫性のある教育を推進し、

また、９学年の児童生徒が一緒に学校行事や授業、集団活動などを通じて異学年交流を

行い、多様な価値観に触れ、お互いを理解・尊重し合うことにより、社会での共生や協力

につながる価値観を育む機会を創出したいと考えている。ついては、以下について提案

すること。 

 

これまでも北条中学校区で取り組んできた小中一貫教育を基盤に、特色ある 9 年間の学

びとして、様々な学校行事などを通じて行う異年齢交流、系統的な人権教育、地域学習

に関する取組み、情報活用能力の育成に関する取組みができる施設整備を提案すること。 

≪具体例≫ 

小中一貫教育の推進や縦・横のつながりを意識した教育を実現する工夫、９学年の児童

生徒・地域住民が集い地域の伝統文化などにふれて発表できる空間、回遊型の動線を
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確保した異学年交流が自然と生まれる諸室配置、施設一体型義務教育学校における共

用利用を含む効果的な諸室配置、異学年交流から地域交流に発展させる多目的に使え

る空間の提案など 

 

 （３）プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

   以下のとおり、技術提案書等の提出者ごとにヒアリングを行う。 

①実施日時 

令和６年１０月下旬～令和６年１１月上旬（予定） 

②実施場所 

技術提案書等の提出者の選定後、別途通知する。 

③出席者 

配置予定の管理技術者（「様式第６号」に記載されたもの）を含め、５名以内（パソコン操

作者を含む。）とする。 

④実施方法等 

・評価項目のうち、「業務実施方針」及び「評価テーマに対する技術提案」の内容につい 

て、説明時間２０分以内で説明すること。その後、３０分程度の質疑応答を行う。 

   ・説明及び視覚的表現については、提出済みの技術提案書等に記載した内容と同一と 

すること。 

・説明の際、パワーポイントの使用を可とする。スクリーン、プロジェクター、延長コードは

事務局側で用意するが、パソコンは事業者側で準備すること。 

   ・事前に提出した技術提案書等の内容の修正は認めない。ヒアリング時の追加資料の提 

出及び提示も認めない。 

 

（４）二次審査結果の通知 

審査結果については、令和６年１１月上旬～１１月中旬（予定）に技術提案書等の提出者

に通知する。なお、選定理由・結果に関する問い合わせ、異議申し立ては、一切受け付け

ない。 

 

８．契約候補者（最優秀提案者）の選定 

 二次審査の結果により、評価点が最も高い事業者を第一位契約候補者（最優秀提案者）に、 

次に評価点が高い事業者を第二位契約候補者（優秀提案者）に選定する。評価点が同点の 

場合、「業務実施方針」及び「評価テーマに対する技術提案」の評価点の合計が最も高い事 

業者を上位者とする。それでも評価点が同点の場合は、価格提案が最も低い事業者を上位 

者とする。なお、「業務実施方針」及び「評価テーマに対する技術提案」３項目のいずれかの 

評価点が０点の場合は、契約候補者として選定しない。また、評価点の合計が５７点に満たな 

い場合も契約候補者として選定しない。 

技術提案書等の提出者として選定（二次審査）されたものが１事業者であった場合でも、評 

価点の合計が５７点以上であれば、当該事業者を契約候補者として選定する。 

 

 

  



- 13 - 

９．契約候補者の公表 

契約候補者選定後、速やかに次に掲げる事項をホームページに公表する。 

 （１）業務名及び業務概要 

 （２）契約候補者を選定した日 

 （３）第一位契約候補者（最優秀提案者）及び評価点 

 （４）第二位契約候補者（優秀提案者）及び評価点 

 （５）応募者数 

 （６）その他必要な事項 

 

１０．契約手続き 

 （１）第一位契約候補者に選定された事業者と大東市との間で委託内容について再度調整 

   を行い、協議が整った場合、委託契約を締結する。なお、第一位契約候補者との協議が 

   不調となった場合（失格事項に該当することが認められた場合を含む。）は、次順位であ 

る事業者と協議を行うものとする。 

 （２）協議を行う場合でも、契約金額については、二次審査において価格提案した金額以内  

   とする。 

 （３）本プロポーザルは契約候補者の選定を目的として実施したものである。大東市は、当然 

   のことながら技術提案の内容を尊重するが、今回の設計業務において、その内容に拘束 

   されないものとする。 

 （４）選定された契約候補者が特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載 

した辞退届（様式第１２号）を提出すること。その場合、次順位である事業者と協議を行う 

ものとする。 

 （５）前記４．（２）⑦に記載した失格事項に該当することが発覚した場合は、契約締結後にお 

   いても契約を解除することができるものとする。 

 （６）令和６年度補正予算において、予定通りの採択がなされない場合、事業内容及び委託

金額等の大幅な変更、本募集及び事業内容の変更、中止又は廃止する場合がある。 

 

 

１１．担当窓口（事務局） 

 部署名：大東市教育委員会事務局 教育企画室 

 住  所：〒５７４－００７６ 大東市曙町４番６号 

 電  話：０７２－８００－８１００ 

 Ｆ Ａ Ｘ：０７２－８７２－２９４１ 

 E-mail ：k_kikaku@city.daito.lg.jp 
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資 料 

●（仮称）大東市立ほうじょう学園施設整備方針策定業務委託に係る公募型プロポーザル技

術提案書等提出者の選定及び技術提案書等評価要領 

●（仮称）大東市立ほうじょう学園施設整備方針策定業務委託仕様書 

●大東市立北条中学校概要 

●様式集 

様式の名称 様式番号 備考 

参加表明書（単体企業用） 様式第１－１号  

参加表明書（設計共同体用） 様式第１－２号  

設計共同体協定書 様式第２号 ・該当する場合のみ提出 

会社概要 様式第３号  

業務実施体制 様式第４号  

協力事務所の名称等 様式第５号 ・該当する場合のみ提出 

管理技術者の経歴等 様式第６号 ・添付書類も提出のこと 

主任技術者の経歴等 様式第７号 ・添付書類も提出のこと 

事業者の過去１０年間の受賞歴 様式第８号 
・該当する場合のみ提出 

・添付書類も提出のこと 

技術提案書（単体企業用） 様式第９－１号  

技術提案書（設計共同体用） 様式第９－２号  

業務実施方針に関する提案書 様式第１０号  

評価テーマに対する提案書 様式第１１号  

辞退届 様式第１２号  

質問書 様式第１３号  

 

関 連 資 料 

●（仮称）大東市立ほうじょう学園の設置に関する基本構想 

●大東市小中学校長寿命化計画 

●大東市教育大綱（令和３年３月）・大東市教育大綱実施計画（令和６年度版） 

●建築設計業務委託の進め方－適切に設計者選定を行うためのマニュアル－ 

（平成３０年５月全国営繕主管課長会議）４９～５３ページ 

●新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について（最終報告）〔文部科学省〕 

 【URL】 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/044/toushin/1414523_00004.htm 

●これからの特別支援教育を支える学校施設の在り方について（報告書）〔文部科学省〕 

 【URL】 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/044/toushin/1414523_00005.htm 

●インクルーシブ教育システム構築支援データベース〔独立行政法人国立特別支援教育総 

合研究所〕 

 【URL】 

 https://inclusive.nise.go.jp/ 


